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太平洋における大気－海洋間の二酸化炭素フラックス

推定手法の開発＊

杉本　裕之 **・平石　直孝 **

　要　　旨

　大気－海洋間の二酸化炭素フラックス（CO2 フラックス）を計算するため

には，表面海水中の二酸化炭素分圧（ ）の分布を正確に推定する必要

がある．ここでは杉本・平石（2009）による北太平洋亜熱帯域における CO2

フラックス推定手法を，太平洋全域へ対象海域を拡張するため，  の観

測値と，海面の水温，塩分，クロロフィル濃度などの格子点データから月ご

との  を経験的に推定する手法を開発した．  推定値の誤差は，亜

熱帯域で小さく，赤道湧昇の影響を受ける赤道域や生物活動の影響が加わる

亜寒帯域では比較的大きい結果となった．

　この経験的手法による  推定値と海面風速の解析値を用いて，太平

洋全体（50°S 以北）の 1985年～ 2006年の月ごとの CO2 フラックスを見積

もった結果，この領域におけるフラックスの年積算値は -0.61 ± 0.14PgC/yr
であった．Takahashi et al.（2009）の気候値と比較すると，その面的な分布

はよく一致していたが，気候値のフラックス（-0.46PgC/yr）と比較して吸収

量が多かった．この吸収量の違いは，フラックスを計算するためのガス交換

係数が異なることに起因するものと考えられる．

　さらに，推定した  の変動要因を考察し，推定値が各時間スケール

の変動を適切に表現していることを確認した．

1.　はじめに

　IPCC 第四次評価報告書（IPCC，2007）では，

海洋への二酸化炭素（CO2）の正味の吸収量は，

毎年人為的に放出される CO2 の約 3分の 1に及

ぶと見積もられている．また，将来の大気中の

CO2 濃度や地球温暖化の予測において，気候変動

に対する炭素循環の応答やフィードバックのメカ
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ニズムが正確に分かっていないことが，大きな不

確実性をもたらしていることが指摘されている．

大気中の CO2 濃度に多大な影響を与える大気－海

洋間の CO2 フラックスの季節変動や年変動，さ

らに長期の変化を正確に監視することが，地球温

暖化予測の不確実性の低減のために必要である．

　大気－海洋間の CO2 フラックスの見積りには，
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表面海水中の CO2 分圧（ ）のデータが必要

である．しかしながら，  は，大きな時空間

変動を示す一方，  の観測は船舶，ブイなど

の現場観測による手段しかないために観測データ

が限られ，その時空間変動が十分に把握されて

いないのが現状である．大気－海洋間の CO2 フ

ラックスを見積もるための先駆的な取り組みと

して，Takahashi et al.（1993，2002，2009）では，

世界中の観測データを収集し，そのデータセット

を利用して全海洋の月別の  の解析が行わ

れている．しかしながら，この方法は，限られた

観測データを補うため，平均的な  年増加

率を用いて  のデータをある年における値

に補正した上で，水平 2次元移流拡散モデルを用

いて補間するものであり，ある年における気候的

に平均化した  分布しか計算することがで

きない．年によって異なる気象や海洋表層の状況，

エルニーニョ・南方振動などの海況変動の影響に

より，大気－海洋間の CO2 フラックスがどのよ

うに変動するのかを監視するためには，海況変動

の影響を加味して  の時空間分布を面的に，

より正確に推定することのできる手法の開発が重

要な課題となっている．

　  は熱力学的な影響や，海水の鉛直混合，

生物活動といったさまざまな過程の変動の影響を

受ける．例えば，鉛直混合が起きれば，海面水温

（SST）が低下するとともに下層からの全炭酸の

供給が起こるし，SST が上昇して混合層深度が浅

くなり成層化すれば，生物活動が活発になって全

炭酸濃度の低下が起こる．こうした現象は，結果

として SST や海面塩分（SSS）などの変動と同時

に現れることになる．炭酸系の時空間的な分布を

再現するのに有効な手法として，このように関連

して起こる変動を利用して，SST，SSS などのほ

かの要素から観測データに基づく経験的手法によ

り，  を推定するための技術開発が国内外で

進められている．

　気象庁は，北西太平洋亜熱帯域  （11°N  ～       
30°N／ 130°E ～ 165°E ：村田ほか（1996）の手

法に基づく）及び，太平洋赤道域（10°S ～ 5°N
／ 135°E ～ 95°W ： 中舘・石井（2007）の手法に

基づく）について  を経験的に見積もる手

法を開発し，大気－海洋間の CO2 フラックスに

関する情報を，気象庁ホームページを通じて毎年

提供している．しかし，現在の気象庁の推定海域

は全海洋に対する面積比で約 12分の 1に限られ

ており，推定海域の更なる拡大が必要である．杉

本・平石（2009）では，CO2 フラックス推定手法

の開発を行い，北太平洋亜熱帯域の全域まで推定

可能な海域を拡張させた．さらにこの海域を，全

海洋の約半分を占める太平洋全域まで広げるため

の CO2 フラックス推定手法の開発を行った．

　この中でも亜寒帯域は，  の季節変動が，

SST の影響だけでなく，鉛直混合の影響や植物プ

ランクトンによる CO2 消費の影響が大きいため

に変動メカニズムが複雑で，しかも観測データが

少ないため，この海域に適した推定手法の開発が

課題となっている．北太平洋亜寒帯域について

は，増田ほか（2004）が，水温や塩分で規格化し

た （ ）と，SST との相関関係を利

用し，北西太平洋における春季の  を推定

する方法を紹介している．また，志賀・神谷（2004），
Ono et al.（2004），Sarma et al.（2006）では，SST
や SSS のほかに，衛星観測による海面クロロフ

ィル濃度をパラメータとして加えることで，植

物プランクトンが CO2 を消費する影響を加味し

て，  の推定を行っている．しかしながら，

これらの方法においては，年間を通しての生物活

動の影響が十分に表現できていなかった．また，

 の長期トレンドを加味しておらず，長期間

にわたる CO2 フラックスの推定に利用すること

は難しかった．

　近年，世界中の  の観測データの集約・

統合が進められ，そのデータセットが公開される

ようになった（Takahashi et al.，2008）．また，最

近では衛星による海面クロロフィル観測データも

公開されるようになっている．さらには，水温・

塩分，大気中 CO2 濃度，風速などの大気・海洋

の解析データも整備されてきている．本報告で

は，これらのデータを用いて，太平洋亜寒帯域に

おける  を，生物活動の影響や長期トレン

ドを加味して経験的にかつ長期間にわたって推定

する手法を開発した．また，南太平洋亜熱帯域及

び赤道域東部の推定手法を開発するとともに，北
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第 1図　本報告で解析対象とする領域と，海域の範囲

と海域名

　濃い灰色の領域は，現在気象庁で解析を行い，海洋

の健康診断表ホームページにおいて公表している領

域を示す．35°N ～ 60°N が北太平洋亜寒帯域，5°N ～

34°N が北太平洋亜熱帯域，10°S ～ 5°N が太平洋赤道

域，34°S ～ 11°S が南太平洋亜熱帯域，75°S ～ 35°S
が南太平洋亜寒帯域である．なお，日本海やオホーツ

ク海，ベーリング海，南シナ海などの縁辺海について

は解析対象としていない．また，解析は緯度 1° ×経

度 1° の格子単位で行っており，各海域の境界として

示した緯度は小数点以下を四捨五入した緯度である．

今回解析を行った領域の面積は，全海洋の面積の約

45％を占める．

　海洋の健康診断表ホームページ：（http://www.data.
kishou.go.jp/kaiyou/shindan/index.html）

太平洋亜熱帯域全域にわたる推定手法（杉本・平

石，2009）及び赤道域の推定手法（中舘・石井，

2007）を改良した．本報告では，これら推定手法

の概要を紹介し，推定した  の誤差を評価

するとともに，CO2 フラックスの時空間変動とそ

の要因について考察する．

2.　対象範囲と使用データ

2.1　対象範囲

　解析の対象とする範囲は，縁辺海を除く太平

洋のほぼ全域である（第 1図）．この海域の面積

は，全海洋の面積の約 45％を占める．ここでは，

 の季節変動の特徴の違いから，第 1図のよ

うに，緯度ごとに大きく 5つの海域に分けて解析

を行った．

2.2　使用データ

2.2.1　表面海水中 CO2 濃度

　表面海水中の CO2 濃度の観測値として，国際海

洋炭素調整プロジェクト（The International Ocean 
Carbon Coordination Project，IOCCP） の デ ー タ

センターである CO2 情報解析センター（Carbon 
Dioxide Information Analysis Center，CDIAC）で公

開されている全海洋表面海水 CO2 データベース

（Takahashi et al.，2008）を使用した．収集期間は

1968年～ 2006年で，全観測データ数は約 354万
であり，気象庁の凌風丸，啓風丸の観測データも

含まれている．このデータベースには Takahashi 
et al.（1993）の式により現場水温での値に水温補

正した  が含まれているが，この  は，

現場気圧の変動の影響を受けるため，解析には乾

燥空気の気圧で割った CO2 濃度（ ）を利用

した．

2.2.2　大気二酸化炭素濃度

　大気中の CO2 濃度データは，気象庁の全球解

析データを使用した．

2.2.3　海面水温（SST）

　SST は，気象庁全球日別海面水温解析（Merged 
satellite and in situ data Global Daily Sea Surface 
Temperatures，MGDSST；栗原ほか，2006）の月

平均値を使用した．

2.2.4　水温・塩分

　海洋表層の水温・塩分データとして，全球

版海洋データ同化システム（Multivariate Ocean 
Variational Estimation System / Meteorological 
Research Institute Community Ocean Model，MOVE/
MRI.COM-G；Usui et al.，2006；石崎ほか，2009）
による再解析値を用いた．この再解析値の最上層

（水深 1m）の塩分を SSS として，CO2 フラック

ス分布の推定に利用した．また，この再解析値か

ら混合層深度（MLD）を求め，CO2 フラックス

の変動要因の調査に利用した．MLD は，Oka et 
al.（2007）にならい，ポテンシャル密度（ ）が

海面から 0.03kg/m3 増加する深さと定義した．
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2.2.5　海面気圧・海面風速

　海面気圧と海面風速は，気象庁と（財）電力

中央研究所が共同で行った長期再解析プロジェ

クトで作成された再解析値（Japanese Re-Analysis 
25 years，JRA25 ）   及び気象庁気候データ同化

システム  （JMA Climate Data Assimilation System，

JCDAS）の解析値（Onogi et al.，2007）を使用した．

2.2.6　海面クロロフィル濃度

　海面クロロフィル濃度データとしては，米国

航空宇宙局ゴダード宇宙飛行センター（National 
Aeronautics and Space Administration Goddard Space 
Flight Center，NASA GSFC） が Ocean Color Web
（http://oceancolor.gsfc.nasa.gov/） で 公 開 し て い

る，SeaWiFS 及び MODIS/Aqua が観測した海色

データから求めた海面クロロフィル濃度の Level 
3のプロダクトを利用した．1998年 1月～ 2002
年 6 月は SeaWiFS のみを利用したプロダクト，

2002年 7月以降は SeaWiFS と MODIS/Aqua を統

合したプロダクトを利用した．1997年以前につ

いては，データが存在しないことから，1998年
～ 2006 年の解析値の月平均値を気候値として 

 の計算に利用した．

2.2.7　表面海水中二酸化炭素分圧・フラック

スの気候値

　Takahashi et al.（2009）の解析結果を  と
CO2 フラックスの気候値として，本報告の手法を

用いて推定した  や CO2 フラックスとの比

較に利用した．この の気候値は次のように

解析されている．まず，第 2.2.1節の全海洋表面

海水 CO2 データベースの  観測値から，海

岸から 200km 以内で観測されたもの及びエルニ

ーニョ現象発生時に観測されたものを取り除き，

全海洋の平均的な年増加率 1.5µatm/yr を利用して

2000年での値に補正する．その補正した 
を，水平 2次元移流拡散モデルを利用して水平方

向・時間方向に補間することで，2000年におけ

る東西方向 5度，南北方向 4度の格子点データ

として，月ごとに  の気候値を求めている．

この  気候値と大気中の CO2 濃度解析値を

利用して CO2 分圧差を求め，1979-2005 NCEP-

DOE AMIP-II Reanalysis（R-2）の海面風速から求

めた月別の海面風速気候値を用いて，ガス交換係

数を計算し，CO2 分圧差に乗ずることで，CO2 フ

ラックスの格子点データとしている．

3.　二酸化炭素フラックスの推定

3.1　表面海水中二酸化炭素濃度年増加率

　表面海水中の CO2 濃度（ ）は，季節及び

年々の海況の変動だけではなく，人為的に排出

される CO2 の影響で増加する大気中の CO2 濃度     
（ ）の影響を受けて長期的に増加している

ことが知られている（Inoue et al.，1999；Inoue 
and Ishii，2005；Takahashi et al.，2006）．このた

め，今回利用する全海洋表面海水 CO2 データベ

ースのように長期間にわたる観測データを用い

て，SST や SSS などから  を求める経験式

を導出し，大気－海洋間の CO2 フラックスの推

定を行うには，人為起源の CO2 を吸収したこと

による  の長期増加傾向を考慮に入れた解

析を行わなければならない．このような長期的な

変化傾向の影響を加味する手法として，Takahashi 
et al.（2002）や Takahashi et al.（2009）では，長

期的な変化を年に関する独立項として解析する手

法がとられており，これらと同様の方法により解

析を行った．以下に全海洋表面海水 CO2 データ

ベースを利用した海域ごとの  年増加率の

算出方針と解析結果を示す．

　まず，北太平洋亜熱帯域と太平洋赤道域では，

定期的な観測が行われており，水平方向に密なデ

ータが存在する．特に北太平洋亜熱帯域の西部で

は，気象庁が，同じ観測定線の観測を毎年数回ず

つ行っており，村田ほか（1996）の方法で毎年経

験式を更新することで長期変化の影響を加味する

ことが可能になっている．また，北太平洋亜熱帯

域の東部や太平洋赤道域では，過去から現在に至

るまでデータが水平方向に満遍なく分散し，経験

式を導く際に，年の独立項を入れて回帰すること

で長期変化傾向を表現することが可能である（中

舘・石井，2007；杉本・平石，2009）．
　一方，北太平洋亜寒帯域は，近年では，篤志観

測船による観測により，データが水平方向にくま

なく存在するようになり，また，観測時期の偏り
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も小さくなってきているものの，過去のデータ

は少なく，長期変化傾向を経験式に取り込んで

計算するには限界がある．また，南太平洋の外

洋域においては，近年でも観測データは少なく，

経験式に長期変化傾向を取り込んで計算すると，

 の水平勾配と長期変化傾向が混同して表現

される恐れがある．そこで，北太平洋亜寒帯域と

南太平洋亜熱帯域以南の海域については，Inoue 
et al.（1999）や Inoue and Ishii（2005）と同様に，

比較的観測データの多い海域と季節を選択して 
 の年増加率を調べ，その年増加率を用いて

観測データを 2000年基準のデータに補正して解

析を行うこととした（年増加率補正の詳細は付録

（1）を参照）．

　第 2図 a に北太平洋亜寒帯域，南太平洋亜熱帯

域と南太平洋亜寒帯域における，年ごとの 
の南北分布とその年増加率の南北分布を，第 2図
b に年増加率の解析に用いた観測データの範囲を

示す．第 2図 a 下段の年ごとの  の南北分

布を見ると，どの緯度においても観測時期が最も

古い 1969年（南太平洋）や 1970年（北太平洋）

の  が最も低くなっていることが分かる．

この最も古いデータのある 1969/1970年から 2000
年ころまでの  の増加量は 40ppm ～ 60ppm
に達している．  の年増加率を緯度ごとに線

形回帰によって求めると，65°S 以南を除くほぼ

全域で，1.0ppm/yr ～ 2.5ppm/yr の増加傾向が見ら

れた（第 2図 a 上段）．

　第 2図 a 上段の緯度ごとに求めた  の年

増加率を平均して，第 1図の海域ごとの平均的な

年増加率を求めた．まず，北太平洋亜寒帯域で

は，年増加率が 2.4ppm/yr と大きい 47°N を除き，

1.0ppm/yr ～ 1.8ppm/yr の年増加率であり，平均で

は 1.4 ± 0.4ppm/yr となった．また，南太平洋亜

熱帯域では，  の年増加率が南北方向にほぼ

一定となっており，平均すると 1.7± 0.2ppm/yr で，

標準偏差も比較的小さい．一方，南太平洋亜寒帯

域においては，南北方向に年増加率の変化が顕著

であり，亜熱帯前線と極前線に挟まれる 55°S ～

63°S では 2.0ppm/yr を超えるが，その低緯度側で

は 1.0ppm/yr ～ 1.5ppm/yr 程度と低く，高緯度側

ではほとんど増加していない．このような南北分

布は Inoue and Ishii（2005）においても指摘され

ている．増加傾向が認められる 60°S 以北におい

て年増加率を平均し，この海域における平均的な

年増加率を求めると，1.5 ± 0.5ppm/yr となった．

　南北太平洋亜寒帯域において年増加率のばらつ

きが大きくなる要因としては，亜寒帯域に含まれ

る複数の前線の南北位置の季節変動や経年変動の

影響が考えられる．こうした前線位置の変動の影

響を除去するために，緯度ではなく，SST により

海域を分けて  の年増加率を調べたが，海

域ごとの年増加率の偏差及び平均値には大きな違

いは見られなかった．

　以後の解析においては，  の年増加率とし

て，第 1表のような海域ごとの平均的な年増加率

を用いて，  を 2000年における値に補正し

た上で他要素との関係を解析し，経験式の導出を

行った．また，  の過去観測データが比較的

豊富にある北太平洋亜熱帯域と太平洋赤道域につ

いては，Takahashi et al.（2009）と同じ 1.5ppm/yr
を用いて 2000年における値に補正した  を
利用して他要素との関係を調べ，  の経験式

導出の際には未補正のデータを用いて年のパラメ

ータで回帰させることで，年増加率を経験式の中

で直接計算することとした．

3.2　海域ごとの表面海水中二酸化炭素濃度経

験式

　第 1図に示した海域ごとに SST，SSS，クロロ

フィル濃度と CO2 濃度（ ）の相関関係の

特性を調査し，経験式を求めた結果を以下に示

す．なお，各経験式に含まれるパラメータは，  
が SST（℃），  が SSS，  が海面クロロフィ

ル濃度（mg/m3），  が経度（°E；東経で表記），

 が年（西暦），  が月（1～ 12）である．各

パラメータの下付き文字は，その値で規格化を行

っていることを示しており，例えば，  は SST      
（  ℃）と 25℃との差  を表している（付録

（2））．
　また，以降の解析において用いる  は， 

 の観測値を Takahashi et al.（1993）の経験

式によって現場の SST から水温 10℃に規格化し

た後（付録（3）），現場気圧の変動の影響を除く
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第 2図　（a）南太平洋亜熱帯域～亜寒帯域（左），北太平洋亜寒帯域（右）における  の年ごとの南北分

布と増加率の南北分布と（b）解析領域

　（a）の下段が年ごと，緯度 1° ごとに平均した   (ppm)，上段が緯度 1° ごとに平均した  を年で線

形回帰することで求めた増加率 (ppm/yr) の南北分布である．観測データは，緯度の小数点以下を四捨五入す

ることで，緯度ごとのデータとして取り扱った．増加率を調べた海域や季節は，北太平洋亜寒帯域が 4月～ 5
月の日付変更線から 160°W まで，南太平洋亜熱帯域が 1月～ 2月の 148°E から 166°E まで，南太平洋亜寒帯

域が 1月～ 2月の 140°E から 170°E までである．（a）に示す範囲 A，B，C は，（b）の解析領域 A，B，C に

対応する．

第 1表　第 1図の海域ごとに用いる  の増加率のまとめ

※ 1　北太平洋亜熱帯西部域は，各年の観測データを利用して経験式を求めることで増加率を考慮する．

※ 2　北太平洋亜熱帯北東部域・南東部域及び太平洋赤道域は経験式に年の項を取り込むことで増加率を

考慮する．

ため，気温 10℃としたときの乾燥空気の気圧で

除算したものである．このような水温規格化を行

うことで，現場水温における  から，水温

の変動に伴って熱力学的に変動する成分を除去す

ることができるため，  は全炭酸量の指

標として用いることができる．

3.2.1　北太平洋亜熱帯域（6° N～ 34° N）

　北太平洋亜熱帯域は，杉本・平石（2009）の方

法によって推定を行う．この海域は，SST や SSS
と  との相関関係や海洋表層循環の構造か

ら，亜熱帯西部域，亜熱帯北東部域，亜熱帯南東

部域といった，より小さな海域（第 3図）に分割

することができ，それぞれの経験式は，（1）式～

（3）式のとおりである．なお，解析結果の詳細に

ついては，杉本・平石（2009）を参照されたい．

             （1）
（亜熱帯西部域；160°W 以西又は  ）

  
                                                                                 （2）
（亜熱帯北東部域；  かつ SSS 極大域より

北）  
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                                                                                （3）   
  （亜熱帯南東部域；  かつ SSS 極大域より

南） 
ここで，亜熱帯西部域の  は，137°E 線

上の観測データから計算される緯度ごとの  
の SST に対する傾き（ppm/℃），  は
各緯度，経度における （ppm）を，同緯度

の  を用いて水温 25℃での値に換算した

経験式の切片にあたるものである．気象庁の凌風

丸，啓風丸の  の観測データにより，この

海域の経験式は毎年更新できるため，経験式には

年の独立項は入っていない．

3.2.2　南太平洋亜熱帯域（34° S ～ 11° S）

　ペルー沖を除く大部分の海域では，北太平洋亜

熱帯域と同様に，SST と  の間に正相関が

見られ，その切片は東西勾配を伴っている（第

4図 a 赤楕円内）．ここで述べる切片とは，同経

度帯で見たときの  の SST に対する回帰直

線上の水温 25℃での値である．一方で，ペルー

沖においては，沿岸湧昇の影響により，SST と 

 の間に逆相関が見られる（第 4図 a 青楕円

内）．また，水温 10℃に規格化した  と
SSS との関連を調べても，両者の間には明りょう

な相関関係は認められないことが分かる（第 4図
b）．第 4図 a に示していない 34°S ～ 11°S の全緯

度のデータを用いた解析により，SST と  
の間に見られる逆相関の関係は 20°S 以北，95°W
以東，その時期は 7 月～ 12 月に限られており，

沿岸湧昇の影響を受けている可能性がある．この

ため，7 月～ 12 月における 20°S ～ 11°S，95°W
以東の海域を「沿岸湧昇域」と定義する（第 3図 b）．
　SST と  との間に正相関が見られる亜熱

帯域においては，北西太平洋亜熱帯域を対象とし

た村田ほか（1996）の手法を応用した（4）式を

利用することにする．

     （4）
ここで，年の係数 1.7は第 3.1節で求めたものを

利用した．北太平洋の亜熱帯西部域とは異なり，

毎年の観測データが十分にないため，  
や  は，年ごとに計算するのではなく，年

増加率から 2000 年を基準年として補正した 
 を用いて気候値として計算し，推定期間

第 3図　2006年の（a）2月と（b）8月における詳細海域分割

　陰影は MGDSST による SST，破線は MOVE/MRI.COM-G による SSS を示している．黒色又は白色の実線

は海域境界で，実線上のラベルは海域境界となる SST や SSS の指標を示す．第 1図に示した緯度ごとの海

域については，それぞれの海域の特性により，さらに詳細な海域分割を行って解析を行っており，その海域

分割の夏季及び冬季の代表例として 2006年のものを示す．
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第 4図　第 1図の海域ごとの SST と （左列），SSS と （右列）の散布図

　これらの図中の ，  ，SST，SSS は，1969年から 2006年までの期間に観測さ

れた全海洋表面海水中 CO2 データベースのデータを利用した．図には各海域で代表的な緯度

帯のみを示しており，各緯度帯は緯度の小数点以下を四捨五入することで決めている．（a）と

（b）に 10°S，20°S，30°S，（c）と（d）に 0°（赤道），（e）と（f）に 40°N，（g）と（h）に 40°S，
50°S，60°S，70°S のそれぞれの散布図を示す．
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を通じて同じ  や  を利用した． 
 の計算に当たっては，前述した  の

切片が持つ東西勾配の影響を最小化するためにデ

ータの範囲を絞り，170°E ～ 170°W の間のデー

タのみを用いる．

　また，沿岸湧昇域は，SST と  の間に逆

相関がある一方で，沿岸湧昇の影響の強さが北方

ほど強いことから，その傾き及び切片が緯度ごと

に異なっている．そのため，（5）式のように緯度

ごとに異なる経験式を用いて推定を行う．

          （5）
  や    は，7 月 ～ 12 月 に お け る     

95°W 以東のデータを用いて，緯度ごとに  
をSSTで回帰したときの切片と傾きである．なお，

この線形回帰による  の観測値と推定値の

差の二乗平均平方根（Root Mean Square Error；以

下，RMSE）は 10.8ppm であった．

3.2.3　太平洋赤道域（10° S ～ 5° N）

　中舘・石井（2007）は，赤道域を SSS により

次の 2つの海域に分け，全炭酸とアルカリ度に関

する経験式を導出している．すなわち，赤道湧昇

により海洋内部の CO2 に富んだ水が表層に持ち

上げられて  が高くなる発散域と，その影

響が小さく  が低い暖水域である．本報告

では，この方法を改良し，SST と SSS から直接 
 を求める方法を開発するとともに，推定海

域を東方へ拡張した．

　第 4図 c は赤道付近における SST と  の
散布図，第 4図 d は SSS と  の散布図を

示す．SST と  の関係に注目すると，赤道

湧昇の影響に伴い，  が非常に高く，SST と 
 との間に逆相関が見られる海域（第 4図 c

青楕円内）があり，これは中舘・石井（2007）に

おける発散域に該当する．このほかに，西部の

SST が 28℃～ 32℃と高く，SST と  の間に

正相関が見られる海域（第4図 c赤楕円内）があり，

暖水域に該当する．東部には，SST が 21℃～ 27
℃と西部と比べて低く，  も小さい海域（第

4図 c 緑楕円内）が見られる．

　次に，これらの 3 つの海域について，SSS と 
 の関係を調べる．まず，発散域では，西

部から東部にかけて SSS が 35.5から 34へと減少

し，SSS ＝ 35をピークとした，上に凸の 2次関

数で包絡される分布になっている（第 4図 d 青楕

円内）．発散域では，SSS ＝ 35で特徴付けられる

下層の  の高い海水が湧昇していることか

ら，このような分布が見られるものと考えられる．

また，暖水域では SSS は 34～ 35（第 4図 d 赤楕

円内）で  はほぼ一定，東部は SSS ＜ 34
で SSS と  との間に正相関が見られる（第

4図 d 緑楕円内）．

　なお，第 4図 c，d において緑で囲まれた低温，

低塩分，低  で特徴付けられる東部の 75°W
～ 95°W の海域は，中舘・石井（2007）において

は解析対象としていない．これ以降，この海域を

「低塩分域」と呼ぶこととする．

　このような SSS と    との関係から，

SSS を用いた次のような条件で赤道域は暖水域，

発散域，低塩分域の 3つのより小さな海域に分割

することができ，各海域の分布は第 3図のように

なる．

条件①　160°W 以西の暖水域と発散域の分割

は SSS ＝ 35により行い，高塩分側を発散域，

低塩分側を暖水域とする．

条件②　120°W 以東の発散域と低塩分域の分

割は SSS ＝ 34により行い，高塩分側を発散

域，低塩分側を低塩分域とする．

条件③　条件①と条件②で定義した暖水域や

低塩分域と発散域の境界となる SSS のギ

ャップをなくし，発散域における SSS が      
160°W から 120°W にかけて低下することを

考慮するため，暖水域や低塩分域と発散域の

境界となる SSS の値を 35（160°W）から 34
（120°W）に経度で線形に変化させる．この

SSS による境界の高塩分側を発散域，低塩分

側の西半分（140°W 以西）を暖水域，東半

分（140°W 以東）を低塩分域とする．

ここで，条件③において暖水域と低塩分域の境界

とした 140°W は，MOVE/MRI.COM-G の SSS の

東西時間断面を調べることにより，暖水域が東方

へ張り出したときの東端，低塩分域が西方へ張り

出したときの西端が，140°W であったこと及び

140°W で海域を区分することにより各海域にお



－ S168－

測　候　時　報　第 77 巻　特別号　2010

－ S168－

ける  の経験式のバイアスが最小となった

ことから決定したものである．

　太平洋赤道域において  の分布を推定す

る経験式は，発散域で SSS と  との間に

2次関数で包絡される関係がある点や，推定精度

の向上を考慮して，（6）式のような SST や SSS
に関する定数係数の 2次式を利用した．

 

                                                                                 （6）
　第 5図に，1年中発散域に含まれる海域におけ

る  と SST の月別の時系列を示す．これを

見ると，  は 2月ころに極大，9月ころに極

小となり，SST は 4 月ころに極大，11 月ころに

極小になる季節変動を示すことが分かる．この 
 の季節変動は，1年周期の正弦曲線により

近似することができ，季節変動が見られる発散

域にのみ（6）式の第 8項を，1年周期の月に関

する正弦関数として組み入れることとした．な

お，図には示していないが，この発散域の SSS
は 34.8± 0.2で，季節を通じて，ほぼ一定であった．

　全海洋表面海水 CO2 データベースの ，

SST，SSS の観測値を用いて海域ごとに（6）式

の  から  の各係数を求めた結果を第 2表に示す．

3.2.4　北太平洋亜寒帯域（35° N ～ 60° N）

　北太平洋亜寒帯域を代表する緯度帯として     
40°N を選び，全海洋表面海水 CO2 データベース

を利用した SST と  の散布図を第 4図 e に

示す．これを見ると，SST ≧ 16℃の海域では，亜

熱帯域と同様に，SST と  との間に正相関

が見られ，その切片には東西勾配が存在する（第

4図 e 赤楕円内）．また，160°E より東方の外洋域

においては，SST ＜ 16℃の海域で，逆相関が見

られ，SST ＜ 5℃の海域では，SST ≧ 5℃の海域

と比べ，その傾きがさらに大きくなっている（第

4図 e 青楕円内，紫楕円内）．一方で，SST ＜ 16
℃の海域においても，160°E 以西の三陸沖では，

ほかの海域とは違い，生物活動による CO2 の消

費量が多いために  が低く，SST との間に

は有意な関係が見られない（第 4図 e 緑楕円内）．

　また，5℃≦ SST ＜ 16℃の外洋域は，SST が最

も高くなる 7月～ 9月の夏季とそれ以外の時期と

で  の SST 依存性が異なっており，夏季の

方がその傾きは小さい．この要因としては，夏季

に表層の成層が安定し，下層からの CO2 に富ん

だ低温の水の供給が減る一方で，SST 上昇の寄与

が強まり，  を決める要因のバランスが変化

したことが考えられる．
第 5図　赤道発散域の （実線）と SST（破線）

の季節変動

　全海洋表面海水中 CO2 データベースにおいて，

130°W ～ 110°W，2°S ～ 2°N の範囲内で 2000 年と

2001年に観測された  と SST を月別に平均し

て描画している．

第 2表　太平洋赤道域各海域での経験式の係数

　係数  から  は本文中（6）式の係数に該当する．
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　このように，SST と  との相関が，特定

の SST を境界として変わる特徴については，増

田ほか（2004）においても指摘されており，その

要因については，SST ≧ 16℃の海域は，栄養塩

が少ないために，生物活動の影響が弱い一方で，

SST の変動の影響が強く，また，SST ＝ 5℃は亜

寒帯前線に対応し，その低温側では西部亜寒帯循

環に伴うエクマン湧昇と冬季の鉛直混合の影響

で，下層から CO2 に富んだ水が供給され，高い 
 を持つ海水が分布するためとしている．

　次に，40°N における SSS と  の関係を

調べる（第 4 図 f）．SST ≧ 16℃で SST と  
との間に正相関が見られた海域においては，SSS
と  との間には逆相関が見られる．これ

は，SSS が低い北東部ほど高い全炭酸の水が存在

することを示しており，第 4図 e 赤楕円内におい

て，東方ほど切片が大きいこととも整合してい

る．一方で，SST ＜ 16℃の海域においては，SSS
と  との間には有意な関係は見られず，

 は主に SST に依存している．

　このような SST や SSS と  との関係に

ついては，北太平洋亜寒帯域のほぼ全域にわた

って確認することができ，外洋域では SST ＝ 5
℃，16℃の指標を用いて特徴の異なる海域に分

け，SST，SSS，経度を用いた経験式を作成すれ

ば，  をより的確に推定することができると

考えられる．これ以降は，SST ≧ 16℃の海域を「亜

熱帯北部域」，5℃≦ SST ＜ 16℃の海域を「亜寒

帯南部域」，5℃未満の海域を「亜寒帯北部域」と

それぞれの海域に分割して，解析することとする．

なお，これらの海域の分布を第 3図に例示する．

　生物活動の影響が比較的少ないと考えられる外

洋域（160°E ～ 130°W／ 35°N ～ 50°N）におけ

る  の観測値から，海域ごとに  の経

験式を算出した．また，亜寒帯南部域については，

夏季（7月～ 9月）とそのほかの季節で水温依存

性が変化することから，季節を分けて経験式を算

出することにした．その結果，亜熱帯北部域は（7）
式，亜寒帯南部域の冬季は（8）式，亜寒帯南部

域の夏季は（9）式，亜寒帯北部域は（10）式の

ようになった．各式の年の係数 1.4は第 3.1節で

求めたもので，括弧内は RMSE を表す．

 　

　　　　　　　　　　　　             （± 15.1）（7）
  　
                                                             （± 15.1）（8）
  　
                                                             （± 21.2）（9）
  　
                                                             （± 24.6）（10）
　一方で，第 4図 e で示したように三陸沖におい

ては生物活動に伴う CO2 の消費量を無視するこ

とができない．また，ここでは示していないが，

生物活動が活発で，CO2 取り込み量が無視できな

い海域は，50°N 以北のアリューシャン列島から

アラスカ南方の海域にも存在する．こうした生物

活動に伴う CO2 の取り込み量を評価する方法と

して，衛星観測による海面クロロフィル濃度を指

標とした報告がある（志賀・神谷，2004；Ono et 
al.，2004；Sarma et al.，2006）．ここでは，生物

活動による CO2 の消費量が，  の観測値と

外洋域の観測データから算出される経験式との差

（  残差），すなわち，SST，SSS，経度によ

って説明できない部分に対応すると仮定し，栄養

塩が豊富で，生物活動の影響があると考えられる

亜寒帯南部域及び亜寒帯北部域について，海面ク

ロロフィル濃度と  残差との対応関係を調

べて生物消費量に関する経験式を求めることとし

た．

　第 6図 a，b，c は，亜寒帯南部域の夏季，亜寒

帯南部域の冬季，亜寒帯北部域における海面ク

ロロフィル濃度の自然対数と（8）式～（10）式

に対する  残差の関係を示したものである．

 と海面クロロフィル濃度の自然対数の対

応関係を用いて生物消費の影響を加味する方法

は，Chierici et al.（2009）を参考にした．また，

 残差は，観測値から（8）式～（10）式の

経験式による推定値を引くことで求めており，

 残差が負の場合は推定値が過大評価であ

り，観測値が生物活動の影響を受けていることを

示していると考えられる．

　第 6図を見ると，海面クロロフィル濃度の自

然対数と  残差との間には逆相関が見られ，
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生物活動が活発で，海面クロロフィル濃度が大き

いときに  残差が負となり，経験式による 
 が過大評価となっていることが分かる．海

域ごとに  残差 を海面クロロフィル濃度の

自然対数で線形回帰し，生物活動の  への

寄与（ （ppm））に関する経験式を算出すると，

亜寒帯南部域の夏季は（11）式，亜寒帯南部域の

冬季は（12）式，亜寒帯北部域は（13）式のよう

になる．各式の括弧内は，RMSE を表す．

 　　　（± 39.8） （11）
 　　　（± 29.3）（12）

 　　　（± 50.3）（13）
活発な生物活動が認められる 160°E 以西または

50°N 以北の海域において，（11）式，（12）式，（13）
式で求められる  の値が負となる場合につい

て，その値を対応する海域の  推定値（（8）
式，（9）式，（10）式）に加えることで，30µatm
を上回るこれら海域の推定値の平均バイアスを

-10µatm ～ 10µatm にまで抑えられることが確認

でき，生物の影響により過大評価となっている海

域の見積りを，補正することが可能となった．

第 6図　亜寒帯域における海面クロロフィル濃度の自然対数と  残差の関係

　  残差は海域ごとに求めた経験式による推定値と観測値の差と定義し，クロロフィル濃度は衛星観測

データの月別解析値を利用した．データは 1998年～ 2006年の期間に観測されたものだけを利用した．（a）
は北太平洋亜寒帯南部域の夏季，（b）は北太平洋亜寒帯南部域の冬季，（c）は北太平洋亜寒帯北部域，（d）
は南太平洋南極海域である．（d）における濃淡は，観測時期の違いを示し，黒色が 10月～ 12月，灰色は 1
月～ 4月である．また，直線は回帰直線で，（d）においては，実線が 10月～ 12月，破線が 1月～ 4月のも

のを示す．
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3.2.5　南太平洋亜寒帯域（75° S ～ 35° S）

　南太平洋亜寒帯域についても，北太平洋亜寒帯

域と同じように SST と  との相関に注目し

て SST で海域を分け，  の経験式を求めた．

　第 4 図 g は 40°S，50°S，60°S，70°S の緯度帯

における SST と  の散布図である．北太平

洋亜寒帯域と同様で，外洋域での SST と  
との間には，青楕円内の低温の海域においては逆

相関，より高温の赤楕円内の海域に正相関が見ら

れる．このうち，より高温の海域では，北太平

洋と同様で切片の東西勾配がある．第 4図で示

した以外の緯度の観測値も含めて解析を行った

ところ，SST と  の相関の変わる SST が東

西で異なることが確認でき，対象海域（140°E ～      
70°W）の西端付近では約 16℃，東端付近では約

10℃であった．また，北太平洋亜寒帯域とは異な

り，三陸沖のような中緯度における顕著な生物

活動による CO2 の消費は見られなかった．その

ため， 140°E で 16℃，70°W で 10℃となるように

経度について線形的に変化させた SST を海域の

境界条件とし，それより北側を「亜熱帯南部域」，

南側を「亜寒帯域」とより小さな海域に分割して

解析を行うこととした．さらに，SST ＜ 3℃の極

前線より南方においては，後述するように海氷が

夏季に融解したときに，生物活動が活発化して

CO2 を消費するため，  の季節変動が大きく

SST との明りょうな関係は見られない．以後，生

物活動が活発となる夏季（10月～ 4月）におい

て SST ＜ 3℃として定義される極前線より南側の

海域を「南極海域」とした．これらの海域分割を

2006年 2月と 8月における SST の格子データで

表現すると，第 3図のようになる．

　第 4 図 h は 40°S，50°S，60°S，70°S における

SSS と  の散布図である．北太平洋と同

様に，亜熱帯南部域（赤楕円内）や亜寒帯域（青

楕円内）においては SSS と  との間に逆

相関が見られ，亜寒帯域の方がその依存性が大

きい．一方，緑楕円内の南極海域では，SSS と 
 との間に正相関が見られる．

　 以 上 の よ う に SST 及 び SSS と  及 び 
 にそれぞれ相関関係が見られることか

ら，全海洋表面海水 CO2 データベースの  

や SST，SSS の観測値を用いて，  の経験式

を算出した結果，亜熱帯南部域は（14）式，亜寒

帯域は（15）式のようになった．各式の年の係数

1.5は第 3.1節で求めたもので，括弧内は RMSE
を表す．

 

　　　　　　　　　　　　　　　（± 14.2）（14）
   
　　　　　　　　　　　　　　　（± 15.1）（15）
　次に，南極海域では海氷が解ける夏季に生物活

動が活発になり，多くの CO2 を消費する．そこで，

北太平洋亜寒帯域と同様に生物消費の量を見積も

るため，海面クロロフィル濃度を指標とした解析

を行った．第 6図 d は海面クロロフィル濃度の自

然対数と（15）式に対する  残差との関係

を示したものである．北太平洋と同様，生物活動

の指標とされる海面クロロフィル濃度が増加する

とともに，  残差が負となる．また，夏季の

前半（10月～ 12月；黒色）と後半（1月～ 4月；

灰色）とで比べたとき，海面クロロフィル濃度の

自然対数に対する回帰直線の傾きは変わらないも

のの，その切片については，夏季の前半よりも後

半の方が小さいことが分かる．こうしたことから，

夏季の前半と後半とで別々の経験式を求め，生物

による消費量（  ）を見積もることにする．そ

の結果，夏季の前半（10月～ 12月）は（16）式，

後半（1月～ 4月）は（17）式のようになった．

各式の括弧内は RMSE を表す．

 　    　（± 21.7）（16）
  　　（± 31.3）（17）
　南極海域の夏季（10月～ 4月）で衛星の海面

クロロフィル濃度データが利用できる海域は，日

射があり，海氷も解けて生物活動が始まっている

と考えられる．（15）式に（16）式や（17）式で

表される  項をこの項の値が負となった場合に

加えることで，生物消費量の補正を行うことがで

きる．一方，海面クロロフィル濃度が利用できな

い海域や 5月～ 9月の冬季は，日射がないか，海

氷に覆われているような海域であり，生物消費の

影響はほとんどないことから，（15）式だけを用

いて  を計算しても，RMSE は 11.4ppm と
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小さい．これらの季節，海域においては，生物に

よる消費量を加味せず（15）式だけで，  を
計算することができる．

3.3　二酸化炭素フラックスの計算

　CO2 フラックス （mol ･ m-2 ･ yr-1）は，（18）
式のようにガス交換係数 （mol･m-2･yr-1･µatm-1）

と大気と表面海水中の CO2 分圧の差           
（ , µatm）を用いて見積もるこ

とができる．

 　　　　　　　　　　　　（18）
 は，ガス交換速度 （cm ･ hr-1）と，CO2 の海

水への溶解度 （mol ･ l-1 ･ atm-1）の積として，

次のように表すことができる．

 　　　　　　　　　　　　（19）
この（19）式の 0.088は単位を合わせるための係

数である．また，  は Wanninkhof（1992）におい

て月平均風速 （m/s）を使って計算する（20）式を， 
 は Weiss（1974）による（22）式を用いた．

 　　　　　　　　　　　（20）

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （21）

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （22）

 　　　　　　　　　　　　  （23）

ここで，（20）式，（21）式の  は CO2 のシュミ

ット数と呼ばれる値である．

4.　表面海水中二酸化炭素分圧と二酸化炭素フ

ラックスの推定結果と評価

　第 3章で求めた海域ごとの経験式に，MGDSST
の SST，MOVE/MRI.COM-G の SSS，クロロフィ

ル濃度，海面気圧，海面風速，大気 CO2 濃度の

月平均格子点値を代入し，経度 1°，緯度 1° ごと

に 1985年～ 2006年の月別の  や CO2 フラ

ックスを推定した．利用した解析値のグリッドは

それぞれ異なるが，経度 1°，緯度 1° よりも高解

像度の解析値（SST，クロロフィル濃度）は領域

平均，そのほかの解析値（SSS，海面気圧，海面

風速，大気 CO2 濃度）は線形補間によって，経

度 1°，緯度 1° での分布を作成した．また，ク

ロロフィル濃度の解析値は 1998年以降しかない

ため，1997 年以前の推定には 1998 年～ 2006 年

の解析値を月ごとに平均した気候値を利用して 
 の推定を行った．本章では太平洋を対象と

して推定した  や CO2 フラックスの誤差評

価，時空間分布に関する特徴の調査，気候値との

比較を行う．

4.1　表面海水中二酸化炭素分圧の誤差評価

　本節では，推定した  が，観測値をどの

程度再現しているかについての評価を行う．第 7
図は各海域における  の観測値と推定値の

散布図である．亜熱帯域と赤道暖水域（第 7図 a
～ d，f ～ h，k）では，観測値と推定値の相関が

強く，推定値が観測値をよく再現していることが

分かる．一方，赤道発散域や亜寒帯域（第 7図 e，
i，j，l）では相関がやや弱く，亜熱帯域等と比較

すると再現性が低い．

　  の誤差の要因としては，推定値の計算に

使う SST・SSS・クロロフィル濃度が月平均値で

あるため，  がその月の平均的な値として求

められる一方，観測値は，より小さい時間スケー

ルを含む瞬間値であることが考えられる．亜熱

帯域（第 7 図 a ～ c，g）や赤道暖水域（第 7 図

d）では，  の季節変動が SST のみでほぼ説

明することができるため，  の誤差は主に

SST の誤差によっており，ほかの海域に比べると

誤差が小さくなる．なお，北太平洋亜熱帯南東

部（第 7図 c）では，  推定値に対して，高

い  観測されることがある．このような高 
 は，10°N 付近，100°W よりも東方で局所

的に観測され，沿岸湧昇や大気擾乱の通過がその

原因として考えられる．

　赤道発散域（第 7 図 e）は，  が SST や

SSS の変化に対して大きく変化する海域である．

さらに SSS は海域分割の指標となっている．こ

のため，SST や SSS の変化に対する  経験

式の感度が高く，観測値と解析値の少しの違いが，

海域分割や経験式を通じて  の推定値の大

きく影響するため，再現性を低下させているもの
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第 7図　第 3図の海域ごとの  観測値（横軸）と推定値（縦軸）の散布図

　  推定値は MGDSST の SST，MOVE/MRI.COM-G の SSS，MODIS/Aqua・SeaWiFS によるクロロフィル濃度

の月平均値を用いて計算したものである．また，  観測値は湾内や沿岸（海岸線から経度にして数度以内）で

観測されたものを除去している．各図の対象海域は SST や SSS の解析値を用いて分けており，（a）が北太平洋亜

熱帯西部域，（b）が北太平洋亜熱帯北東部域，（c）が北太平洋亜熱帯南東部域，（d）が赤道暖水域，（e）が赤道発

散域，（f）が赤道低塩分域，（g）が南太平洋亜熱帯域，（h）が北太平洋亜熱帯北部域，（i）が北太平洋亜寒帯南部域，

（j）が北太平洋亜寒帯北部域，（k）が南太平洋亜熱帯南部域，（l）が南太平洋亜寒帯域である．
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と考えられる．

　赤道低塩分域（第 7図 f）は，第 7図 c と同様

に  推定値に対して，高い  が観測さ

れることがあり，高い  の観測値は低塩分

域と発散域の境界付近に分布している．これは，

この海域の海域分割は月平均の SSS の解析値で

行っているが，観測値は瞬間値であるため，低塩

分域と分類された海域の観測値の中に発散域のも

のが含まれることがあり，各格子点の  推
定値と観測値を比較した場合に違いが生じるため

であると考えられる．

　また，亜寒帯域（第 7図 h ～ j，l）では特に生

物活動の影響が強い海域での再現性の低下が見ら

れる．第 3章で見たように，生物活動の指標と

したクロロフィル濃度の自然対数に対する  
残差の傾きは -30ppm ～ -50ppm で，クロロフィ

ル濃度の影響は非常に大きい．  の観測値が

瞬間値であるのに対し，経験式の算出や推定に用

いたクロロフィル濃度の解析値は月平均値であ

り，時間スケールが異なっている．また，1997
年以前の推定ではクロロフィル濃度の気候値を利

用しており，これらの影響で，  の観測時の

クロロフィル濃度との相違が生じるため，再現性

が低下していることが考えられる．

　第 8図は，  の観測値と推定値の差を誤差

としたときに，年別，海域ごとに求めた 誤

差の平均（平均バイアス）と，RMSE の時系列で

ある．第 7図において  の推定精度が高か

った亜熱帯域（北太平洋：□印，南太平洋：×印）

では，推定期間を通じて平均バイアスが -10µatm
～ 5µatm，RMSE が 5µatm ～ 20µatm であり，誤

差が比較的小さく，年ごとのばらつきも小さい．

一方，亜寒帯域（北太平洋：◇印，南太平洋：＊

印）や赤道域では，平均バイアスが -10µatm ～

10µatm，RMSE が 10µatm ～ 30µatm である．こ

れらの海域でも，平均バイアスで表される誤差は

亜熱帯域と同様，0µatm 前後と小さいが，RMSE
で表される誤差のばらつきは，第 7図で見たよう

に，  などの観測値と解析値の時間スケール

の違いや 1997年以前の推定で用いたクロロフィ

ル濃度の気候値の影響を受ける海域を含むため，

亜熱帯域よりも大きくなる．

4.2　表面海水中二酸化炭素分圧と二酸化炭素

フラックスの時空間分布

　本節では，太平洋において推定した ，

CO2 フラックスの水平分布や季節変動の特徴を調

べる．第 9図に最新の 2006年における 2月，5月，

8月，11月の  と CO2 フラックスの分布を

それぞれ示した．

　まず，  の分布に注目する（第 9 図上）．

赤道域では，赤道湧昇により下層から CO2 に富

んだ海水の供給を受けやすいため，赤道に沿って 
 の高い海域が中部から東部にかけて広がっ

ている．この海域は，太平洋で最も  が高く，

1年を通じて高い状態を維持している．

　亜熱帯域においては，生物活動の影響が比較

的小さく，主に SST により  が変化して

(a) Mean Bias of pCO2s
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第 8図　第 1図の海域ごとの の（a）平均バイ

アスと（b）RMSE の時系列

　  の誤差は推定値から観測値を引くことで求

め，海域ごとに各年について，その誤差の平均（平均

バイアス）と RMSE を計算した．◇（北･寒）が北太

平洋亜寒帯域，□（北･熱）が北太平洋亜熱帯域，△（赤

道）が太平洋赤道域，×（南･熱）が南太平洋亜熱帯域，

＊（南･寒）が南太平洋亜寒帯域である．
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第 9図　2006年 2月，5月，8月，11月の  （上）と CO2 フラックス（下）の分布

　  と CO2 フラックスは，経度 1°，緯度 1° の格子点上で月ごとに推定した．下図の CO2 フラックスは正の

値（暖色系）が海洋から大気への放出，負の値（寒色系）が大気から海洋への吸収を示している．
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いるため，それぞれの半球で SST の高い時期に 
 が高くなる．水平分布に着目すると，北

太平洋においては，黒潮の影響を受ける西部と，

CO2 に富む亜寒帯域の海水の影響を受けるカリフ

ォルニア西方の沿岸で  が高い．また，ハ

ワイの東方では，亜寒帯からの低温，高栄養塩の

海水の影響を直接受ける海域と亜熱帯の境界にあ

たり，亜熱帯の性質を持つ海水が冷却されたり，

生物活動によって CO2 が消費されたりすること

で  が小さい．一方，南太平洋では，東方

ほど  が高くなっており，特に沿岸湧昇に

伴って下層から CO2 が供給されるペルー西方沖

での  が高い．

　亜寒帯域では鉛直混合が強くなる冬季に  
が極大となる．特に，北太平洋で西部亜寒帯循環

が存在する海域ではエクマン湧昇の影響も加わっ

て冬季の  が非常に高くなり，高緯度ほど 
 が高い分布となる．また，生物活動が活発

になる北太平洋三陸沖の春季から夏季にかけて

や，南極海の夏季においては，植物プランクトン

による CO2 の消費により，  が急激に低く

なる．

　次に CO2 フラックスの水平分布や季節変動に

着目する（第 9図下）．CO2 フラックスは，（18）

式～（23）式で表されるように海面風速の 2乗に

比例しており，  の変動だけでなく，ガス交

換係数を通じて海面風速の変動の影響も大きく寄

与する．

　北太平洋亜熱帯域と亜寒帯域の境界域では，冬

季の吸収量が際立って大きくなっている．この海

域では，冬季の冷却による  の低下に加え

て，冬季の季節風が強いことでガス交換係数が大

きく，両者の相乗効果によって，太平洋において

吸収量が最も大きい海域となっている．

　1985年～ 2006年の太平洋における月別の CO2

フラックスの領域積算値を第 10図に示す．赤道

域を含む 14°S ～ 14°N の積算値（第 10 図■印）

は，エルニーニョ・南方振動（El Nino-Southern 
Oscillation; 以下，ENSO）との関連が見られ，エ

ルニーニョ現象時は CO2 の放出量が通常期より

も少なく，ラニーニャ現象時は多くなっている．

特に，1997/1998 年のエルニーニョ現象時には

CO2 放出量が大きく減少し，通常期の半分以下に

なっている．一方，南北太平洋の亜熱帯域から亜

寒帯域（第 10図△印，◆印）で見ると，各半球

の夏季に最大，冬季に最小となる季節変動が見ら

れる．南北での CO2 フラックスの変動を比較す

ると，北半球の方が，南半球よりも変動幅が大き

第 10図　太平洋における月別積算 CO2 フラックスの時系列

　◆印は 50°S ～ 14°S，■印は 14°S ～ 14°N，△印は 14°N ～ 50°N，○印は 50°N 以北の領域における CO2

フラックス積算値の月ごとの時系列を示す．また，背景の陰影はエルニーニョ現象（濃色），ラニーニャ現

象（淡色）の発生期間を示す．CO2 フラックスにおいて，正の値は海洋が大気へ放出，負の値は海洋が大気

から吸収していることを示す．
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いことが分かる．これは，北半球の方が SST の

変動幅が大きいこと，冬季の風が強いことを反映

している．第 10図○印で示す 50°N 以北では生

物活動の影響もあり，CO2 を吸収する．しかし，

この海域で積算した吸収量は，面積が小さいため

少ない．

4.3　表面海水中二酸化炭素分圧と二酸化炭素

フラックスの気候値との比較

　本節では，本報告の手法による 2000年におけ

る CO2 フラックスの推定値（以下，2000年推定

値）を，第 2.2.7節で説明した 2000年基準の CO2

フラックスの気候値（Takahashi et al.，2009；以下，

気候値）と比較する．第 11 図は 2000 年の CO2

フラックスを東西に積分し，さらに年積算したも

のである．

　CO2 フラックスの 2000年推定値と気候値の南

北分布は，CO2 の放出域と吸収域の緯度帯が，非

常によく対応しており，両者とも赤道域と南太平

洋高緯度域では CO2 の放出，中緯度域では CO2

の吸収となっている．ところが，赤道域での CO2

の放出量には違いが見られ，2000年推定値の方

第 11図　CO2 フラックス南北分布の 2000年推定値と

気候値との比較

　今回の推定手法を用いた 2000 年における CO2 フ

ラックス推定結果（2000 年推定値）を●印と実線，

Takahashi et al.（2009）の 2000年を基準年とした気候

値（気候値）を▲印と破線で示す．2000年推定値は，

Takahashi et al.（2009）との比較を容易にするため，

Takahashi et al.（2009）と同じ格子（経度 5° ×緯度 4°）
で面積分した後に，東西方向に面積算し，年積算した．

正の値は海洋が大気へ放出，負の値は海洋が大気から

吸収していることを示す．

が気候値よりも多く，約 2倍になっている．

　次に，第 12 図で 2000 年推定値と気候値にお

ける  や CO2 フラックスの季節変動を比較

する．第 12図 a を見ると，南太平洋中緯度域の

50°S ～ 14°S においては 2000 年推定値と気候値

の  には年間を通して差がほとんど見られ

ない．しかし，赤道域の 14°S ～ 14°N では，1月
～ 8 月に 2000 年推定値の  の方が高くな

る．また，北太平洋中緯度域の 14°N ～ 50°N と

北太平洋高緯度域の 50°N 以北では，年間を通し

て 2000 年推定値の  の方が低く，14°N ～     
50°N では 7月～ 9月の夏季の差が大きく，50°N
以北では 6月～ 9月の夏季を除く期間で差が大き

くなる．

　続いて，第 12図 b の CO2 フラックスの季節変

動を比較する．赤道域においては，2000年推定

値の方が  が高く，年間を通して CO2 の放

出量も多くなる．また，中緯度域では，冬季の

CO2 フラックスの差が大きくなり，2000年推定

値の方が CO2 の吸収量は多い．50°N 以北は，対

象海域が狭いために，領域積算した二酸化炭素フ

ラックスに換算すると，2000年推定値と気候値

に大きな違いは見られない．

　第 3表に，第 12図 b の CO2 フラックスを年平

均し，2000年推定値と気候値の年積算 CO2 フラ

ックスとしてまとめた．さらに，第 3表には本報

告の手法による CO2 フラックスの平年値もあわ

せて示す．ここでの平年値は，1985年～ 2006年
の年積算二酸化炭素フラックスの 22年平均値と

する．まず，50°N 以北と 14°S ～ 50°S では，3つ
の値が同程度になっていることが分かる．本報告

での経験式の導出には，気候値の作成に使われた

ものと同じ  観測データを利用しているた

め，このことは，合理的な結果であるといえる．

しかしながら，気候値と比べたとき 2000年推定

値や平年値は，14°S ～ 14°N では放出量が多く，

14°N ～ 50°N では吸収量が多い．　

　これまで見てきた，CO2 フラックスの 2000
年推定値と気候値の違いについて，第 13 図の 

 の 2000年推定値と気候値の差の年平均分

布を用いて考察する．赤道付近においては，2000
年推定値の方が平均して約 10µatm 大きく，中部
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第 12 図　（a）  領域平均，（b）CO2 フラックス

領域積算値の季節変動の気候値との比較

　◇印は 50°S ～ 14°S，□印は 14°S ～ 14°N，△印

は 14°N ～ 50°N，○印は 50°N 以北を示し，実線及

び各印の白抜きが本報告の手法による 2000年推定値

を，破線及び各印の塗りつぶしたものが Takahashi et 
al.（2009）が解析した気候値を示す．  は月ごと

に領域平均，CO2 フラックスは月ごとに領域積算した

ものである．正の値は海洋が大気へ放出，負の値は海

洋が大気から吸収していることを示す．

で 30µatm 以上大きい海域もある．その背景とし

ては，2000年春季まで発生していたラニーニャ

現象がある．気候値はエルニーニョ現象時以外の

平均的な分布を表している一方で，2000年推定

値はその年々の海況の変動を織り込んでいるた

め，ラニーニャ現象により  の高い赤道発

散域の海域が拡大する影響を受けた結果となる．

　この  の違いに加えて，本報告の手法と

気候値との間では，使用している風速データとガ

ス交換係数の計算式にも違いがある．2000年推

定値は，ラニーニャ現象に伴う赤道域中部を中心

とした海面風速の正偏差とガス交換係数計算式の

違いから，ガス交換係数が気候値の 1.5～ 2倍に

なる．これまで述べた  とガス交換係数の

違いの相乗効果により，2000年推定値の方が赤

道域での放出量がより大きく計算しているものと

考えられる．

　北太平洋の亜熱帯域と亜寒帯域を含む 14°N ～

50°N では，第 13 図が示すように，2000 年推定

値と気候値の  の差が，赤道ほど差が大き

くないものの，東部において負になっている．

2000年は北太平洋亜熱帯域の東部での SST が負

偏差で，ラニーニャ現象の影響を受けたものと

考えられる．このため，  が気候値よりも

2000年推定値のほうが小さいことが原因の 1つ
であると考えられる．さらに，ガス交換係数の違

いの影響が加わって，CO2 の吸収をより多く計算

していると考えられる．

第 3表　太平洋における CO2 フラックスの年間領域積算値 (PgC/yr) の気候値との比較

　2000年推定値と平年値は本報告の手法で推定した CO2 フラックスを用いて計算し，2000年推定値は

2000年の値，平年値は 1985年～ 2006年の平均である．平年値の誤差幅は，1985年～ 2006年の標準偏差

である．気候値は Takahashi et al.（2009）の Table 6をそのまま引用した．CO2 フラックスにおいて，正の

値は海洋が大気へ放出，負の値は海洋が大気から吸収していることを示す．
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　太平洋全域（50°S 以北）における CO2 フラッ

クスは，平年値が -0.61 ± 0.14PgC/yr，2000 年推

定値が -0.36PgC/yr，気候値が -0.46PgC/yr であり，

CO2 を吸収している．平年値は，気候値と比較し

て北太平洋中緯度域の負偏差が赤道域の正偏差を

上回り，全域での吸収量が大きくなる．一方，ラ

ニーニャ現象の影響を加味している 2000年推定

値は，赤道域の正偏差の寄与が大きく，全域で見

ると気候値よりも吸収量が小さくなる．

　この平年値は，IPCC（2007）において全海洋

が吸収すると報告している CO2 量（2.2PgC/yr）
の約 30％である．今回対象とした海域の全海洋

に対する面積比は約 45％である．太平洋は世界

的な CO2 の放出域である太平洋赤道域を含むた

めに，太平洋全体で見ると吸収量は面積と比較し

て小さいと考えられる．

第 13図　本報告の手法で推定した  と Takahashi 
et al.（2009）の  との差の分布

　  の差は本報告の手法による 2000年の月ごと

の推定値から Takahashi et al.（2009）の月ごとの解

析値を引くことで求めている．図は 1 月から 12 月

までの  の差の平均値の分布である．等値線は

10µatm ごとに示し，負は破線，正は実線で表す．ま

た，陰影のついている領域は，差が -10µatm 以下又は

10µatm 以上の領域を示し，その濃淡は差の大きさを

表現している．

5.　表面海水中二酸化炭素分圧の変動要因の解

析

　本章では，1985年～ 2006年の  の季節変

動や経年変動の要因について，SST，SSS，MLD，

海面クロロフィル濃度の解析値と比較することに

よって考察する．  の変動パターンは，海域

によって異なっていることから，経度方向 10°，
緯度方向 5° の海域に区切り，その海域内の推定

値や解析値，観測値を月ごとに平均して，時系列

図としたもので比較することとした（第 14図）．

　5.1　太平洋赤道域

　赤道域は，西部が高温・低塩分で暖水域に属し，

東部が低温・高塩分で発散域に属するが，エルニ

ーニョ・南方振動（El Nino-Southern Oscillation；
ENSO）の影響を受け，SST や SSS の分布が大き

く変動する．このような海況の変動に対する CO2

フラックスの応答の特徴を調べるため，赤道域西

部としては 150°E ～ 160°E/5°S ～赤道（第 14図 a）
を，赤道域東部としては 120°W ～ 110°W/5°S ～

赤道（第 14図 b）を，それぞれの海域を代表す

る海域に選び，その時系列を示す．

　まず，西部は，通常期（陰影のついていない期間）

には SSS が 35以下で暖水域に属する．  は 
 とほぼ同程度で，大気－海洋間での CO2

の正味の交換がほとんど起こらない．しかし，

ENSO に伴い，暖水域と発散域を分ける指標とな

る SSS には大きな経年変動が見られ，ラニーニ

ャ現象時（薄い陰影で示される期間）は通常時よ

りも高塩分となり，SSS が 35を超えて発散域に

分類されることがある．このようにラニーニャ現

象時は発散域がより西方に広がり，湧昇による

CO2 濃度の高い海水の影響を受けることにより，

 が高くなり，海洋から大気への CO2 の放

出が卓越する．

　次に東部は，通常期には SSS が 35程度で発散

域に属し，  が  よりも高く，その差

が 100µatm にも達する．その結果，CO2 は海洋か

ら大気へ 1年中放出される．しかし，エルニーニ

ョ現象時（濃い陰影で示される期間）には発散域

が縮小するため，SST が上昇，SSS が低下し，同

時に，  が低下する．特に 1997/1998年のエ
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第 14図　（a）～（l）経度 10° ×緯度 5° の海域で月ごとに平均した ，SST，SSS，MLD，海面クロロフィ

ル濃度（  ），CO2 フラックス（Flux）の時系列と，（m）この時系列解析で対象とした領域

　  は実線が  推定値，破線が  解析値である．SST は実線が MGDSST の解析値（℃），SSS は

実線が MOVE/MRI.COM-G の解析値（水深 1m），MLD は MOVE/MRI.COM-G を用いて求めたポテンシャル

密度（  ）が海面から 0.03kg/m3 増加する深さ（m），  は MODIS/Aqua・SeaWiFS による解析値（mg/m3），

Flux は本手法により推定した CO2 フラックスの領域積算値（PgC/yr）で，正の値は海洋が大気へ放出，負

の値は海洋が大気から吸収していることを示す．各解析値・推定値において，実線についている影は標準

偏差を示している．また， ，SST，SSS の○印は観測値の平均で，そのエラーバーとして標準偏差を示

す．解析領域は，（a）150°E-160°E/5°S- 赤道，（b）が 120°W-110°W/5°S- 赤道，（c）が 130°E-140°E/15°N-20°
N，（d）が 140°W-130°W/15°N-20°N，（e）が 150°E-160°E/35°N-40°N，（f）が 140°W-130°W/35°N-40°N，（g） が                 
150°E- 160°E/45°N-50°N，（h）が 140°W-130°W/45°N-50°N，（i）が 180°-170°W/20°S-15°S，（j）が   180°-170°W
/45°S-50°S，（k）が 180°-170°W/65°S-60°S，（l）が 80°W-70°W/20°S-15°S である．エルニーニョ・南方振動の

影響を受ける赤道域の（a），（b）については，エルニーニョ現象時を濃い陰影で，ラニーニャ現象時を薄い陰

影で表している．その他の海域については，隔年ごとに陰影をつけている．
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ルニーニョ現象時には  とほぼ同程度にま

で低下して正味の CO2 の交換がほとんどなくな

った．

　これまで見てきた西部と東部における ENSO
に伴う  推定値の変動パターンは，観測値

と比較してもタイミングや強度が良く対応してお

り，  を推定するに当たって適切な海域分割

や経験式の導出ができていることを示している．

5.2　北太平洋亜熱帯域と亜寒帯域

　北太平洋亜熱帯域では SSS で東西に海域を分

け，また，亜寒帯域では SST によって海域分割

を行って，海域ごとに異なる経験式を導出してい

る．また，利用する経験式の基準となる SST や

SSS は東西に一様ではなく，その季節変動の大き

さも異なっている．こうしたことから，各海域を

代表する場所として，南北方向に 3つの緯度帯

を選び，さらにそれぞれの緯度帯から西部と東

部で 1つずつ経度帯を設定して，北太平洋にお

ける季節変動パターンの海域ごとの違いを調べ

た．具体的には，亜熱帯域（15°N ～ 20°N）とし

ては    130°E  ～  140°E （第 14図 c） と  140°W ～  
130°W  （第 14図 d）を，  亜熱帯域と亜寒帯域の

境界域   （35°N ～ 40°N；以下，境界域）としては

150°E ～ 160°E （第 14図 e）と 140°W ～ 130°W （第

14図 f）を，亜寒帯域（45°N ～ 50°N）としては

150°E～ 160°E  （第 14図 g）と 140°W～ 130°W  （第

14図 h）を，それぞれの海域を代表する場所とし

て設定した．

　SST には，どの海域においても，規則的な季

節変動が見られ，夏季に極大となっている．そ

の季節変動幅は北西部ほど大きく，亜寒帯域の

西部では 10℃以上である．この SST の季節変動

に対応して，MLD も変動する．MLD は SST の

季節変動と逆相関を持っており，SST が低い冬

季に深い鉛直混合が起こる．低緯度の亜熱帯域

では，MLD が 1 年中浅く，西部の冬季を除く

と，50m 未満である．また，WOCE Pacific Ocean 
Atlas（Talley，2007）の全炭酸の鉛直分布を見る

と，高緯度側では全炭酸に富んだ海水が比較的浅

いところまで存在することが分かる．例えば，日

付変更線に沿った P14の観測によると，全炭酸
第 14図続き
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2300µmol/kg を超えるような海水が，40°N 以南で

は 800m より深いところにあるものの，50°N で

は 150m より浅いところまで存在している．

　このようなSSTやMLDの季節変動の違い及び，

全炭酸の鉛直分布の違いにより，各海域の  
や CO2 フラックスの季節変動が特徴付けられる．

亜熱帯域（第 14図 c, d）では，MLD が 1年中浅

いため，下層からの CO2 や栄養塩の供給を受け

にくく，生物活動の指標となる海面クロロフィル

濃度は 1年中ゼロに近い値をとる．その結果，全

炭酸の量は 1年中ほぼ一定であり，SST の変動に

伴って CO2 溶解度が変動する熱力学的な影響が

卓越し，SST と  の季節変動が正相関を持

つことになる．この海域では SST が極小となる

冬季に CO2 を吸収し，極大となる夏季に放出す

る季節変動を示す．

　境界域（第 14図 e, f）では冬季の鉛直混合が盛

んであり，冬季に下層から CO2 の供給を受ける

ため，亜熱帯域のように年間の全炭酸濃度は一定

とはならず，SST と  の相関は季節や海域

によって異なる．西部では，  は SST の高

い夏季に最高となるが，東部よりも鉛直混合が盛

んで，冬季には MLD が 100m を超え，下層から

より多くの CO2 の供給を受けるため，SST が最

も低い冬季にも  の極大を持ち，年に 2回
極大となる季節変動を示す．  は  を
上回ることはほとんどなく，ほぼ年間を通じて

吸収域となっている．一方，東部では，SST の

低下による熱力学的な影響と下層からの CO2 の

供給がバランスするため，冬季は  がほぼ

一定となり極大は持たない．この海域では，夏

季に MLD が非常に浅くなり，成層が安定する

期間が持続するため，全炭酸の変動が小さくな

り，熱力学的な影響が卓越する．その結果，夏季

には SST と  の季節変動の間に正相関が見

られ，   は夏季に最大となる．これを反映

して，夏季に  が  を上回り一時的に

CO2 を放出するが，それ以外の時期には  
が  を大きく下回って CO2 を吸収する．

　さらに高緯度の亜寒帯域（第 14図 g，h）では

鉛直混合の影響がより強く，特に西部では夏季

においても安定成層となる期間が短い．そのた

め，西部では最も SST が低い冬季に  が年

間の最大となる．また，下層からは CO2 と同時

に栄養塩が供給され，成層が安定しはじめる春

季には生物活動が非常に活発となり，その指標

となる海面クロロフィル濃度がスパイク状に急

増する．その活発な生物活動に伴い，春季には

CO2 が急速に消費されて  が年間の最小と

なる．東部では，境界域東部と同様の季節変動を

示し，夏季に  の年間最大となる．しかし

ながら，夏季の SST 上昇の影響が弱く，冬季の

鉛直混合による CO2 の供給と SST 低下の影響が

バランスする期間が長いため，  の季節変動

は小さい．CO2 フラックスは，西部では，冬季に

おいて，  が  を上回るために放出と

なり，この海域に特徴的な季節変動を示す．東部

は，  が  を下回る時期が長く，ほぼ

年間を通じて，CO2 を吸収する．

　これまで見てきたような  の推定値の季

節変動パターンは，観測値と非常によく対応して

いる．また，期間を通じて観測値と良く一致し

ており，長期的な  の変化傾向についても，

表現できていることから，  の推定方法が妥

当であることを示している．また，  の変動

は，SST や海面クロロフィル濃度，MLD の変動

とも良く対応しており，  の季節変動を駆動

する各要因を推定式が適切に表現していることを

裏付けている．

5.3　南太平洋亜熱帯域から南極海域

　南太平洋の  は，南米沖の沿岸湧昇域や

南極海域以外では，北太平洋と同様の季節変動を

示すものと期待される．沿岸湧昇域以外で比較

的観測データが存在し，各緯度帯の季節変動を

調査するのに適当な海域として，経度帯 180° ～     
170°W において，亜熱帯域として 20°S ～ 15°S（第

14図 i），亜寒帯域として 45°S ～ 40°S（第 14図 j），
南極海域として 65°S ～ 60°S（第 14図 k）の海域

を選び，これらの海域の時系列図を北太平洋と比

較した．また，沿岸湧昇域として 80°W ～ 70°W / 
20°S ～ 15°S（第 14図 l）を設定し，この季節変

動についても調べた．

　亜熱帯域（第 14図 i）においては，北太平洋と
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同様，1年中 MLD が浅く，下層からの CO2 の供

給は弱い．そのため，全炭酸はほぼ一定となり，

 は SST の変動に伴う熱力学的な影響によ

って季節変動が起こり，SST と  の季節変

動は正相関を持つ．しかしながら，北太平洋とは

違って SSS の経年変動が大きく，ENSO の影響を

受けている可能性が考えられる．観測データから

は，SSS と  の間に明確な相関関係が認め

られなかったため，推定式では SST だけを利用

しており，SSS 変動の影響は直接的に加味してい

ないが，この海域における  の経年変動へ

の ENSO の寄与については，今後観測データが

さらに集積されたときに再度調査を行う必要があ

る．

　また，亜寒帯域（第 14 図 j）では，冬季の

MLD が北太平洋よりも深く，鉛直混合が活発で

ある．しかしながら，WOCE Pacific Ocean Atlas
（Talley，2007）の P15（165°W に沿った観測ライ

ン）などの全炭酸の鉛直分布を見ると，この海域

では下層の全炭酸量が少なく，鉛直混合に伴う下

層からの CO2 の供給が限定的であると考えられ

る．また，北太平洋とは異なり，SST の季節変動

幅が小さい．このため，下層からの CO2 の供給

を SST の変動による熱力学的な影響が打ち消し， 
 が 1年中ほぼ一定となっている．

　次に，南極海域（第 14図 k）と亜寒帯前線の

北側に属する北太平洋亜寒帯域の西部（第 14図
g）とを比較する．南極海域では SST が非常に低

く，季節変動も小さい．鉛直混合は北太平洋より

も盛んであり，MLD は冬季に約 200m にも達す

る．亜寒帯域とは違い，この海域では，浅いとこ

ろにも全炭酸に富んだ海水が分布し，鉛直混合に

よる下層からのCO2の供給が多くなる．そのため，

南半球の冬季に  が最大となる．これは北

太平洋と共通している．しかし，北太平洋に見ら

れた海面クロロフィル濃度の春季のスパイク状の

急増は，南半球では見られず，クロロフィル濃度

は連続的に変動し，夏季に最大となっている．そ

のため，北太平洋では春季に  が最小とな

っていたが，南極海域では夏季に最小となる．

　最後に，沿岸湧昇域（第 14図 l）を見る．沿岸

湧昇域では，南太平洋の夏季と冬季に  が

極大となっている．冬季の  極大は，冬季

に沿岸湧昇の影響が強くなることが影響してい

る．WOCE Pacific Ocean Atlas（Talley，2007）の

P21（17°S に沿った観測ライン）などの全炭酸の

鉛直分布を見れば，ペルー沖で高全炭酸の海水が

浅いところまで持ち上げられていることが分か

る．これに加えて，冬季に MLD が深くなること

で，下層からの CO2 の供給量が多くなり，冬季

に  が極大となっている．一方で，夏季に

は成層が安定して，SST 上昇の影響が卓越するた

め，夏季にも  が極大となっている．

　南太平洋においても，  の推定値と観測値

はよく対応しており，  の推定の妥当性を裏

付けている．しかしながら，観測データが少なく，

経年変動などを詳細に調査するには十分な量では

ない．観測データの蓄積とともに，季節変動の妥

当性や経年変動についてさらに解析を進めていく

必要がある．

6.　まとめ

　近 年，世 界 中 の 表 面 海 水 中 の   CO2    分 圧  
（ ）の観測データの統合が進められ，そ

のデータセットが公開されるようになった

（Takahashi et al.，2008）．また，生物活動の指標

となる衛星クロロフィル濃度の解析データも公開

されている．これらの観測データを利用して，太

平洋全域における  及び CO2 フラックスを，

SST や SSS，海面風速などの格子点データを用い

て，経験的に推定する手法を開発した．そして，

推定した  や CO2 フラックスが，どのよう

な経年変動や季節変動を示すかについて，海域

ごとに調べ，その変動要因について，SST，SSS，
MLD，海面クロロフィル濃度の変動と比較する

ことによって考察を行った．

　長期間の全海洋の  観測データが利用で

きるようになったことで，太平洋赤道域の東部，

南太平洋亜熱帯域，南極海域を含む南北亜寒帯

域における  の推定が可能になった．特に，

生物活動の影響により  の推定が困難とさ

れた亜寒帯域については，衛星観測による海面

クロロフィル濃度を指標として生物活動による

CO2 消費量を評価することによって，より精度の
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高い推定が可能になった．また，この  の
推定値は，観測値との比較により，季節変動や

ENSO，長期変化傾向の影響が適切に加味されて

いることが分かった．

　しかしながら，南太平洋においては，観測デー

タが少なく，全く観測が行われていない海域や時

期が存在する．今後このような海域においても観

測が実施され，観測データが集積したときには， 
 の誤差評価，  を推定する経験式や海

域分割の見直しなどを行っていく必要がある．今

回用いた全海洋表面海水 CO2 データベースは観

測データの集積とともに毎年更新することを目指

しており，  の精度検証や経験式の見直しを

継続的に実施できると期待される．

　今回推定した  から海面風速データを用

いて CO2 フラックスを求め，50°S 以北の太平洋

全域で面積分し，1985年～ 2006年の平均値を取

ると -0.61 ± 0.14PgC/yr で海洋が吸収していた．

この量は Takahashi et al.（2009）の気候値よりも

吸収量が多く，主にガス交換係数の違いがその要

因であると考えられた．このようなガス交換係数

の評価式や風速データの違いが CO2 フラックス

に及ぼす影響についても，今後検証を行っていく

必要がある．

　また，CO2 フラックスの経年変動は，赤道域を

中心として ENSO が大きく影響していることが

分かった．また，太平洋においては，北太平洋を

中心とした太平洋十年規模振動（Pacific Decadal 
Oscillation，PDO）の存在も知られている．今回

求めた経験式には SST をパラメータとして導入

していることから，PDO に伴う SST 変動の影響

を受けると考えられる．この PDO の影響につい

て，推定値と観測値の比較を行うことで検証し

ていく必要がある．さらに，SST に影響を与えう

る北極振動（Arctic Oscillation，AO）や南極振動

（Antarctic Oscillation，AAO）などとの関連の調査

についても今後の課題である．

　今回開発を行った大気－海洋間の CO2 フラ

ックスの解析データは，世界気象機関全球大

気 監 視 （World Meteorological Organization/Global 
Atmosphere Watch，WMO/GAW）計画の温室効

果ガス世界資料センター（World Data Centre for 

Greenhouse Gases，WDCGG）の全球大気 CO2 濃

度 3次元データ解析モデルへ初期値として導入す

ることを計画している．この CO2 フラックスの

正確な見積りは，大気中の CO2 濃度監視の精度

向上を通じ，地球温暖化予測の大きな不確実性の

要因となっている気候－炭素フィードバックの不

確実性の低減に寄与するものと期待されている．

そのため，今回の推定結果が全球の大気 CO2 濃

度の 3次元データ解析に及ぼすインパクトについ

ても，評価を進めていく必要があると考えている．

そして，今回の推定手法が，大西洋やインド洋な

ど，他海域への適用の可能性についても調査し，

推定海域を全海洋に拡張するための開発を進めて

いく必要がある．
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付録

二酸化炭素濃度の補正と規格化

（1）年増加率補正

　大気中の CO2 濃度増加に伴って表面海水中

CO2 濃度（  ）が増加する影響は独立項と

して取り扱い，（24）式のように補正する．

 　　　（24）
ここで，  は補正後，  は補正前の表

面海水中 CO2 濃度（ppm），  は表面海水

中 CO2 濃度の年増加率（ppm/yr），  は観測年，

 は基準年である．

（2）パラメータの規格化

　SST や SSS などのパラメータを利用して  
の経験式を算出する際には，パラメータ  の基

準値  による規格化を（25）式のように行い，

規格化後のパラメータは，基準値を下付き文字と

した  と表現する．

 　　　                                           （25）
　例えば，海面塩分  を基準値 33に規格化する

場合は，（26）式のように表す．

 　　　                                               （26）

（3）表面海水中二酸化炭素濃度の水温規格化

　  の水温規格化は，（27）式，（28）式のよ

うに Takahashi et al.（1993）の経験式を利用して

行う．

 

　　　                                                                   （27）
  　　　               （28）
ここで，  は現場水温における CO2 分圧

（µatm），  と  はそれぞれ基準

水温 （℃）  に規格化した表面海水中 CO2 濃度

（ppm）と CO2 分圧（µatm），  は現場水温（℃），

 は現場気圧（atm），  は基準水温での飽和水蒸

気圧（atm）である．
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